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1は じ め に
土地は人々の住環境をなす公共財 としての性格を持っているため,ど め国で
.もそれが最 も効率的に利用されるように様々な政策手段を導入している。日本
で も土地課税 と上地利用規制が主な政策手段 として運用されており,土地譲渡
税 と固定資産税,地 価税等の上地保有税や容積率規制と最小敷地規制等の土地
利耶規制がその.例である。
しか し,日本の土地政策は決 して成功 しているとは言えず,い ままで周期的
な地価波動を経験 しているのが事実である。そして,経 済状況によって異なっ
た政策手段が導入され,政 策の一貫性に問題があ り,また分野別に土地政策の







1)土 地保有 税の強化を重視 してい る論 者は野[[1992],宮尾[1987],[1991]等の経 済学者 で
あ り,土地利用計画を重視 している論 者は大谷[1993]を中心 とす る都市計画学者である。そ し
て,岩 田[1992],岩田1小 林 ・福井[1994]は折衝 的な立場 を取 ってい る.
2〕 日本の土地政策の変遷については野][1992]を参照 され たい。
























す る仮定を整理 して置 こう。
第1に,土 地 は住宅建殺業者 によって需要される。住宅 ス トックは土地 と資
本 か らなる.1次同次 関数 によって生産 され るとす る。 ところで,現 実的 に住宅
ス トックは,様 々な不確実な要因によ って も影響 を受 ける。住宅生産技術や政
策 の急激 な変化,緻 斉ヒ体 の嗜好 の変化 な どがそれであ り,現 実的に これ らの




間 変 化 は こ の よ う な リ ス ク 要 因 の 関 数 で あ る 。
住宅ス トジクの時 間変化を4耳 とすると,(1)式のように確率微分方程式.
によって表す ことがで きる㌔
躍 一た8五4'+σ(k,L,H)dz..(1)
κ≡皿:↓ 地単位 当た りの住宅資本量
.θ:住宅建設費用 に占め る資 本の シェア,(0〈 θ<1)
この式は住 宅 ス トックの時 間変化が生産関数か らの確 定的な部 分 と政策 の不
安定な変化等による不確定 な部分か らなってい ることを意味 している。 ここで,
..gは ウ ィーナー過 程を表 し,σ(ん,五,劫は確率 過程 の標準偏差 を表 す関数であ.
る。 したが って,住 宅 界 トックの時 間変化 は平均k'Ldt,分散 σ24'の正規分
布 に従 う。
第2に,建 設業者は住 宅の販売収入か ら諸費用 を引いた利潤 を最大化す ると
しよ う。 ところで,建 設業者は(1)式を制約条件 とす るか ら,将 来のすべての
時点 における利潤の割引現在価値の期 待値 を最大 化す ることになる。住宅資本
の価格 は一定(=1).と す ると,そ の]的 関数は(2)式のよ うに表せ る。
maxE{∬ ・一・[R(H)一k-p(L)L]d41.〆.(2!
ヒこに,E:期 待値
R(功:住 宅 の販売収入 関数
ρ(L)L=土地 に対 す る.支出関数
(2)式のような一般 的な関数形態では分析が困難 であるか ら,1～(印と ρ(ム)の
関数形態 を特定化す る必 要が ある・ ここで は・分析 を騨 にす るたやに・住 宅
価格 関数P(H)は 単位 弾力的 な住宅需 要関数 によ って特 徴 され ると しよ う。
そ うす ると,住 宅 収入関数 尺(研 は住宅 の販売 量 と関係 な く,一 定 の収 入R
となる5】。次 に,ρ(L)は開肇業者が上地供給者 に払 って もいい と思 う.土地購入
4>住 宅生 産関数が資本 と土地 に対 して1次 同時であ るとす る と,召=超L凪一9の様 に表 せる。 両
辺 を ムで割 って整理す ると,H=κ兜 となる。 したがって,1一θは土地 の分配分 とな る。
5)し たが って,本 論で は住宅販売収入か らの不確実性 は重 要視せず,住 宅 ス トックの不確実性 ノ.
獅
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価格 であるが,開 発業者 は自分が土地の量 を多 く必 要 とすれ ばす るほ ど,よ り
多 くの鍾 を払わ なければな らな・・と離 していると しよ う。 このf碇 は,.土
地購入者の問 に寡占的な競争が存在す ることを意味す る。 ここでは,最 も単純




.以上 の仮定の下で,建 設業者の動 的最大化 の問題 を書 くと,(4)式の ように
な る。
maxE{fe一"x,ta【 ・一 剛 一・… 司(、)
subjecttodH=koLdt+σ(14五.1f)ゴ2,11(0)=1気。
ここに・7は 社会的割 引率 と しての利 子率 であ り,」脇 は住宅 ス トックの初期
条件 であ る。 この最大化周題 の必要条件 を導 くために,現 時点('。)と初期 条
件 瑞 か ら始 ま り,(4)式によって最大化 され る期 待値 をF(臨∬。)と定義 し








ところで,加 が微 少 な時 間だ とす ると,最 初 の積 分式 はC湿 と等 しい。.そ.











と な る 。 こ の(7)式 に 制 約 式 か ら の 関 係,4H=κ 吃4什 σ(κ,L,H)4gと
ウ ィ ー ナ ー 過 程 で の 関 係 式,(」 の2=0,(4の(加)=9,(」2)z=o'dtを 代 入 し
て 整 理 す る と,(8)式 の よ う に な る 。
F('+』 渉,H+』 的=F+Fl4'+F・(kOLAt+ad・)
十1/2F〃πσ3∠1'十h.o.t.(8)
(8)式 を(6)式 に 代 入 し て,Fを 消 去 し た 後,両 辺 を 加 で 割 っ て,〃 →0
を 取 る と,(9)式.の よ う に,確 率 的 動 的 最 適 化 の ベ ル マ ン方 程 式 が 得 られ る 。
一F,(',丑)=maxiG(k,L,H)+左θ五1㍉(ち濁乱,L
+1/2a・(k,L,H)FNA(',瑚..図9)





k,L{∫ 『〆 ・舘}≡ ・一・Ψ(島).(10>.





の 関 係 が 成 立 す る た め,(9)式 は(12)式の よ う に 簡 単 に な る 。
rV(劫=max[G(κ,五,劫配、L
+なθL砺(劫+1/'2U2(k,L,.E)隔(珈.(12)
第3に,標 準偏差関数 はHに 対 して線形関数である としよ う。す なわ ち,
a(k,L,劫=off,したが って,02(κ,L,劫=a2H2
最後 に,政 策当局 によって住宅の販売収 入 には α率 の所 得税が,資 本 と土
地 の使用 には開.発負担金 と して,そ れぞれ γ率 と ω 率 の金額が課せ られ ると
不確実性下の土地課税と土地利用規制の経済効果 〔557)115.
しよ う。




次 に,土 地供給者側 について述べよ う。
第1に,土 地所有者 は住宅 を建設せずに,住 宅建設業者 に売 る としよう。初
期 点で土地所 有者は8。 だけの未 開発 地を保 有 してお り,そ の販売収入か ら諸
費用 を引いた利潤 を最大化す ると しよう。そ して,土 地需用 者の場合 と同 じく,
土 地所 有者 の場合 も上地保有 に リスク要因が存在する と仮定 しよ う。
未開.発地 ス トックの時 間変化 をdBと す ると,(14)式のよ うに確率微分方程
式 に よって表す ことがで きる。
dB=一Ldt十σ(L,B)49....(14)
L=.土地の供給 量
この.式は未 開発地 の時 間変化が土地の供給量だけ減少 し,不 確定 な部分 によっ
て も影響 される ことを意味 してい る。 ここに,σ とzは 前 と同 じものである。
第2に,土 地所有者 は土龍 の販売か らの利潤を最大化 するが,(14)式を制約
条件 とす るか ら,将 来 のすべ ての時点 にお ける利潤の割引現在価値 の期待値 を
最 大化す ることになる。 ここで政策 当局 が,土 地 の販売 収入 に対 しては ん率
の所得税(土 地譲渡税)を 課 し,土 地 の保有 に対 してはC(B)だ けの土地保










この最適 化の問題 を解 く#め には,前 と同 じく.,ρ(L).とC(B)の関数形態
を特 定化 しなけれ ばな らない。次 に,ρ(五)は土 地所有者が 開発 業者か ら もら
える と思 う土地販売価格 であるが,土 地所有者 は自分が土地を多 く供給 すれば
す るほど,上 地の販売価格が減少す る と予想 してい るとしよ う。 とい うのは,
土地供給音聞の競争 があるため,土 地所有者が よ り多 くの土地を売ろ うとする
とそれだ け買い手 との交渉力が弱.くなるか らであ る5}。
こ こで は,前 と同 じく最 も単 純 な形 態 として線 形 の地価 関数,P=`一4乙,
(4>0)を仮定 しよう。 そ うす る と,土 地の収入関数は,(16>式となる。
ρ(L)五=σ正,一dL,z.(16)
次 に,.土地 保有税額 は,未 開発地の面積が大 き くな るにつれて,そ の負担 も大
き くな ると仮定 しよ う。 こ こで は,単 純な比例税を仮定 しよ う。そ うす る と,
二L地保有税額 は,
rB,τ:土 地保 有税 率
最 後に,標 準偏差関数 はBに 対 して線形関数であ るとしよ う。すなわち,.
σ(ム,B)=aB,したが って,♂(L,B)=02$2






最適 な土地需要量 と開発密度を求めるためには,(13)式の評価 関数 γ(の を
求 めな けれ ばな らない。 まず,(13)式を んで微 分す るこ とか ら(18)式のよ う
に最適開発密度 ん*が得 られ る。
6)したがって,本論では実際のヒ地の市場価格ではなく,土地所有者の毛観的な予想価格の下で
土地供給量を決める問題を分析することになる、,
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κ*=(1十り)平〆(e-Doha-mVx(1ノ>1/u一の( 8)
.次 に,Lに 対 し て の 最 大 化 の 条 件 か ら 最 適 土 地 需 要 五*.が求.まるl
L*一(2a(1+ω)]一'[kovm(E)一(1+レ)た一 わ(1+ω)](19).
さ ら に,(18)式 を(19)式に 代 入 し て 整 理 す る こ と に よ っ て,.が を パ ラ メ タ ー.
と 砺(籾 だ け で 表 す こ とが で き る 。
五*=[2a(1一トとり)]一且(1-B)(1一←り)θ〆`β一Dea/〔1-91iJA(1y)1/(1　の一 ウ〆2α
(20)
(18)式と(20)式を(13)式に 代 人pで 整 理 す る と,次 の 微 分 方 程 式 が 得 ら れ る 。
1彦σ2∬2堀(劫+My,(H)2/q一θL〃 〔劫+4-la-1わ2(1+ω)
十(1一 α)ム～=0...、..(21)
こ こ に,』 匠≡[2a(1十W)7一`(1一θ).(1十γ)"ノ〔B-1)【1一.(1一の!2一 の
こ の 微 分 方 程 式 を 満 た す 評 価 関 数 を 求 め る と,(1S)式 と(20)式か ら最 適 解 を 求
め る こ と が で き る 。
そ の 評 価 関 数 γ(扮 「ρ 候 補 と し て,.
レ㈹=AH2川+θ'+9.....(22)
.を 考 え て み よ う 。 こ こ に,Aとgは 方 程 式 か ら 決 め ら れ な け れ1ギな ら な い 未




の 関 係 が 得 ら れ る 。 こ の 関 係 を 〔21)式に代 入 す れ ば,
[乃4一(1-e)(1十θ)一WA-5且2/(1一θ〕]∬2〆q+の十rg-4-la-Lδ2(1十ω)
一(1一 α)ム～=0(26)
こ こ に,S≡(1一 θ>2(1+θ)2/〔θ一"一Q(-+ω>1-1[2(1+γ)一101W/〔1-87とな る 。






が 成 立 し な け れ ば な ら な い 。 した が っ て,..
且=S〔θ一1,〆q+の『 一(1二 の(1十 θ)一2σ2ユq-9,〆(1+θ,..(29)
8=1〃[4-la-1う2(1+ω)+(1一α)R].㌔.'...(30)




と な る 。
そ し て,(31)式 か ら 砺(研1〆11-BIを求 め て,(18)式 と(20)式に 代 入 す れ ば,
最 適 開 発 密 度 κ*と 最 適 土 地 需 要 五*が 求 ま る 。 す な わ ち,現 在 時 点(0)で の





.の よ う に 表 せ る.。
こ こ か ら は,(32)式 と(33)式に 基 づ い て 政 策 変 数 と パ ラ メ:ター の 変 化 に 最 適.
解 が ど の よ う に 変 化 す るか 比 較 静 学 分 析 を して み よ う 。 ま ず,住 宅 ス ト ッ ク の
外 生 的 増 加 の 効 果 は,
∂κ*/∂」ヨ』>0
∂五*/∂瑞>0
で あ る か ら,住 宅 ス ト ック が 大 き く な る ほ ど 開 発 密 度 も 土 地 需 要 も増 加 す る こ
と に な る 。




であ るため,土 地需 要.は減 る.一方,開 発密度は増加する。 これは土地 から資本
べの代 替が起 こるか らで あ る。
次 に,土 地使 用 に対す る開発負担金 の効果 を見てみ よう。
∂k*/∂ω>0
∂五*/∂ωく0
であ るため,土 地価格上昇 の場合 と同 じ く,土 地か ら資本へ の代替がお こ り,
開発 密度 は増加す る反面,土 地需要 は減少 す ることになる6
次 に,資 本への開発負担金 の賦課 の効果は,
∂κ*∠∂γ〈0
∂L*/Or>0
であ るか ら,土 地 に課 せ られた場合 と反対 に,資 本か ら土地への代替 が起 こ り,
開発密度 は減少ず る反面,上 地の需 要は増加す る。
次 に,利 子率の増加の効果を見てみよ う。
∂κ*/∂γ>0.
∂L*/∂F>0
である。つま り,利 子率 の増加 は将来の期待 利潤 より現在 の利潤 をよ り強 く選
好す るよ うにする効 果を持 ってい るため,現 在の開発密度 と上地需 要が促 され
ぞ る
。 ところで,日 本の場合 非常 に低し・準準 の利子率政策が維持 されてお り1
最近 も利子率の引 き下げが行わ れた。上 の結果か ら見 ると,こ の ような政策 は
現在の開発を抑制させるため,.土地 の有効利用 を阻害す ると言 えよう。.
最後 に,リ スク要因の増 加の効 果を調 べてみよ う。
∂配*ノ∂σ2く0
∂L*ノ70,<0
で あるため,利 子率増加の効果 と反対の結果 となる.g土地政策 の不安定 さか ら
出て くる将来 の住宅 ス トックの リス ク要因が大 きくなればなるほど,現 在 の開
発 を抑 制 し,将 来 の開発 を選好す るこ とであ る。つま り,期 待利潤 が同 じで あ
..即(562>..第163A第5・6号
れば,現 在 の開発 よ り.将来 の開発 を選択す るとい うことである。 このよ うな結
果は,評 価 関数 の性質か ら来 る ものであ る。評価関数は(22)式か ら,
レ(劫一Aη2ぺ1+8'+9....(22)
で あ った。 ここで,こ の関数に基づ いて相 対的危 険回避度R(7)を計算 してみ
ると,
1ヒ(ア)=一Hy盈丑(17)/1ノ盈(正～)<0..(34>
で あるため,開 発業者は リス ク選好者のよ うに行動す ることになる。 したが っ
て,リ スク要因の増加は現在 の開発 よ り将 来の開発 を選好す るようにす るので
あ る。
2最 適土地供給量
こ.こか らは,土 地供給者 の場.合の最適土地供給量の決定の問題 を考 えてみ よ
.う。 この問題 は(17)式のベルマン方程式の評価関数 を求める ことに帰す る。
まず,(ユ7)式の最 大化の1次 条件か ら,最 適土地供給 量 正*をパ ラメ ターと
評.価関数で表す ことがで きる。
五*=一(1/2)d　1(1一に)一1鞠(1ヌ)十(ソ24.(55)
(35)式を(17)式に代入 して整理す ると,次 の微分方程式 となる。
M3σ2B2恥(β)+(1/4)d-1(1-K)一Ψ』(β)2一(1溜)σ4一Ψ(B)
一rV(β)一τB+(1/4)c'd-i(1一κ)=0(36)
この微 分方程式 を満たす評価 関数 を求 める と,(35)式によって最適土地供給量
を求め ることがで きる6そ の評価 関数 γ(劫 の候補 として,
レ(B)=ES'+EB+ゴ.(37)
を試み てみ よ う。 ここに,E,ゑ プは方程式 か ら決め られ なけれ ばな らない未
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と な り,ま た(37).式と(38)式か ら,
評 価 関 数 と評 価 関 数 の1階 導 関 数 は,
レ(B)=4(1一κ)(7-02)B2一(1/02)[`(1一κ)(7-a')十τ]β十∫(44)
V(B)=24(1一κ)(γ一 σ2)8一(1/b2)[`(1-c)(7-02)十τ】(45)
と な る 。
そ し て,(35)式 に(45)式を 代 入 し て 整 理 す る と,最 適 土 地 供 給 量 が 求 ま る 。 す
な わ ち,現 在 時 点(0)で の 未 開 発 地 の ス ト ック がB。 と して 与 え ら れ た な ら ば,
L*=(σ2-r)B。+[`γ(1一κ)+z]/[2ゴ(1一κ〉σ2].
の よ う に 表 せ る 。
こ こ か ら は,(46)式 に 基 づ い て 政 策 変 数 と パ ラ メ タ ー の 変 化 に 最.適解 が ど め
よ う に 変 化 す る か 比 較 静 学 分 析 を し て み よ う 。 こ こ で,7>.σ2を 仮 定 し よ う 。
ま ず,未 開 発 地 ス ト ッ ク の 外 生 的 増 加 の 効 果 は,
∂L*/∂80=一(7-oz)〈o
で あ る か ら,未 開 発 地 ス ト ッ ク が 大 き く な る ほ.ど土 地 供 給 量 は 減 少 す る こ と に
な る 。 しか し,こ の 結 果 は.7>σ2の 仮 定 か ら 来 る も の で あ り,も し リ ス ク 要
因 が 利 子 率 よ り大 ぎ い 場 合 に は そ の 反 対 の 結 果 も あ り得 る 。
次 に,土 地 価 格 の 外 生 的 増 加 の 効 果 は,
∂五*ノ∂6=認4σ2>0
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であ るため,土 地供給量 は増加す る。 これは常識 的な結果で ある。
続 いて,土 地保有税 の効果 は,.
∂五*/∂τ=1/[24(1一κ)σ2]>0
であ るため,土 地供給量 の増加 をもた らす 。
次 に,土 地譲渡税 の効果 は.
∂五*/∂κ=τ/[24(1一κ)2021=(τ/(1一κ)〉(∂L*/oz)>0..(46)
であ るか ら,土 地 の供給 を増やす ことになる。土地譲渡税 はロ ックイン効果 に
'よって,土 地の供給 を抑制す るのが一般的な見解であ るた.め,.これ は非常 に意
外な結果であ る。 この ことが起 きた のは次の ように説明で きる。譲渡税率 の引
き上げ ぽ土地販売 か らの利益 の減少 を もたらすが,そ の反面 土地市場で の土地
所有者のマーケ ッ トパ ワー も大 きくなるため,譲 渡税の引 き上げは土地所有者
の土地販売の純利益 には影響 を もた らさない。 ところが,.ヒの結 果か ら分か る
ように,土 地販売の増加 に よる土地保有税の節約効 果 は譲渡税率 が大 きいほ ど
大 き くなるため,譲 渡税率 の引 き.トげは.L地の供給 を増 大 させ ることになる。
譲渡税 と土地保有税の この ような関係 は今 まで指摘 されなか った ものである。
80年代後半の 日本 と韓国の激 しい地価上昇 の原 因の一つ と して多 くの論者が高
い土地譲渡税率を上げてい るが,よ り重要 な原 因は土地市場 での不確 実性 を含
め,土 地所有者の強いマーケ ッ トパ ワー と低す ぎた土地保有税率 であ る可 能性
を否定で きない。以.』の ように,土 地譲渡税が土地供給量 を減 らす とは「概 に
言 えず,関 数形態 によってはその反対 の結果 も出るのであ る。
最後 に,利 子率 とリスク要因の効果で あるが,両 方 ともはっき りしないのが
分か る㌔
IV土 地利用規制 と土地課税
土 地 利 用 規 制 に は 様 々 な 政 策 手 段 が あ る が,こ こで は 容 積 率 規 制 と最 小 敷 地
7)リ スク要因の効果に対 しては,相 対 的危 険回避度 を計算す ることによって、確認で きる。つま
り,V月(8)の符号が は っき りしないため,相 対.的危険回避度の符号 も決ま らな くなる。
?
「?





容積率規制 は単位当 た りの土地 に投入 され る資本の量 κを一定 の水準 た 以
下 に抑 制す る制 度であ る。 ここでは,こ の規制が制 限的(binding)である と




みよ うになる。つ ま り,.規制下 の開発業者は一定の開発密 度の下で 最適 な土地
需要量 を選ふ ことになる。 この最大化の1次 条件か ら,最 適土地需要量 をパ ラ
メターと 陥(研 の式 として表す ことがで きる。す なわち,
.五・一[2a(1+ω)P[ゼ玲(劫 一(1+γ)ん一酉(1+ω)](48)







前 と同 じ く,こ の微分方程式 を満たす評価関数を求めて,規 制下の最適土地
需要量 を求める ことがで きる。その評価関数F(印 の候補 と して,
・.y(∫f)=1『H2一 十一GH十御(50)
を試みてみ よ う。 ここに,FG,〃2は 方程式か ら決め られなければな らない未
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そ して この関係か ら,Fと σ は,
F=(1/4)C-1(7-a2)..(57>
θ=(1/2)C-11)(r/a2-1)(58)
とな る。 さらに,こ れ を(51)式に代 入す る ことによ って,玲(H)を 求 め るこ
とが℃ きる。 こう して得 られた 砺(研 を(48)式に代 入 して整理 する と,.規制
..ドの最適.ヒ地需要量 をパ ラメターで表 すこ とがで きる。
L*=κ一『(r-U2)H一(〃2ασ )[(1十ω)　1(1十γ)κ十西】(59)
ここか らは,(59)式に基づいて政策変.数とパラメターの変化 に最適解が どの




で あるか ら,住 宅 ス ト7ク の増加 は土 地需 要の増加 をもたらす。 この結果 は規
制 のない場合 と同 じで あるが,規 制が.厳しい ほ ど1(κが小 さい ほ ど)土 地需
要 の増加程度は大 き くな る。 これは規 制が厳 しいほど,土 地 をもっと使用す る
ことになるか らであ る。
次 に,規 制の変化の効 果を調べてみよ う。
∂L*/∂κ=一Bk-e-i(r-o『>H一(〃2ασ2)(1+ω)一L(1+γ)<0
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で あるため,規 制の緩和 は土地需要を減 らす ことに看る。 これ は,当 然の こと
なが ら,規 制の緩 和 によって.上地 の資本へ の代替が起 こるか らであ る。
次 に,外 生的な土地価格 の上昇 の効果 は土地需要の減少を もた らす。
∂正割∂西=《 〃24め<0
続 いて,土 地使用 に対す る開発負担金の効果を見てみよ う。
∂L*βω一(〃2σ2)(1+γ)κ>0
であ るため,土 地 に対す る開発負担 金は土地需要 の増加 をもた らす。 これは....・.
見意外な結果であ る.こ の ことは,土 地へ の開発負担金賦 課 によって土地が相
対的 に高 くな ったため,資 本へ の代替が起 こるが,資 本一 土地比率 を規制水準
まで保つためには土地 ももっと使用 しなければな らないか らである。




'り.スク要因の効 果がはっ きりレないの は,評 価関数か ら確 かめる ことがで き
る。(50)式か ら,評 価 蘭数 は γ(珊=FH2+Gπ+"で あ るが,F>0 ,G<0
であ るため.,相対的危険 回避度R(の(=一H玲 β薦)の 符号 がは っき り決 まら
ないか らで ある。
2最 小敷地規制と最適土地需要量
最小 敷地規制 は住宅 の敷地 を一定の永準以上 にす ることによ って望 ま.しい住
環 境 を確保 す る制度で ある。 ここで も前 と同 じく.規 制 が制 限的(binding)
で ある と仮定 しよ う。 この規制の ドでの住宅開発者 の最適化 問題 は,
アF(劫=max[(1一α)R一(1+γ)砿一(1+ω)屍一(1+0))α〃左._
+κ8L蝋 劫+1・2σ2H2恥㈹].(60)
の ように表せる。つ ま り,最 小敷地規制下の開発業者は敷地の規模 を一定 に維
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持.しな が ら,最 適 な 資 本一 土 地 比 率(開 発 密 度 〉 を 選 択 す る こ と に な る 。 こ の
最 大 化 の1次 条 件 か ら,最 適 土 地 需 要 量 を パ ラ メ タ ー と 砺(研 の 式 と し て 表
す と,
.な・一(1+.γ)・/・θ一・θ・〆〔L一の砺(劫1バ1一動...(61)
と な る 。 次 に,(61)式 を(60)式に 代.入 して 整 理 す る と,次 の 微 分 方 程 式 が 得 ら
れ る 。
1尼σ2E2y盆8(劫+NVH(H)"〔1-a)一rV(月)+ノ〒0.(62)
こ こ に,ハ1三(1一 の(1十 γ)θ佃 　Dθθ川 一の五
1三 一(1+ω 〉砿 一(1+ω)σL2
こ の 微 分 方 程 式 の 評 価 関 数y(劫 の 候 補 と レて,
y(E)=PH"e十9...(63).
.を 考 え て み よ う。 こ こ に,Pと8は 方 程 式 か ら決 め ら れ な け れ ば な ら な い 未




の 関 係 が 得 ら れ る 。 こ の 関 係 を(62)式に代 入 して 整 理 す る と,次 の 関 係 が 得 ら
れ る 。
(1-B)(1+γ)B/0一"B-1五P1/q一',+(1尼)(1一θ)θ一'o'P-rP=q(67)
ノー ㎎ 一 〇.....68>
した が っ て,∫)と8は,
1⊃=[γ一(1/2)(1一θ)θ一2G2】q一の〆8(1→一γ).[五θ一1(1一の 】(θ一D/σ(69)
.8=〃.....(70)
.と な る 。 こ れ と(61)式,(65)式を 利 用 し て,最 小 敷 地 規 制 下 の 最 適 開 発 密 度 を




ここか らは,(71)式に基づいて政策変数 とパ ラメ ターの変化.に最適解が どの
ように変化す るか比較静学分析 を してみよ う。前 と同 じく,ア>orzを仮定 しよう。
まず,住 宅 ス トック増加 の効果 は,
∂ん*/∂島 一[γ一(1の(1一のθ一2Q21v6011一の/∂[五(1一の]一"#H('一〃 ">0
で あるか ら,住 宅 ス トックの増加は開発密度 の増加 を もたらす。 この結果 は規
制 のない場合 と同 じであ るが,規 制が厳 しい ほ ど(τ が大 きいほ ど)開 発密
度の増加程度は小 さ くなる。 これ は規制が厳 しいほ ど,土 地 をもっと使用 する..
ことになるか らである。
次に,規 制の変化の効果 を調べ てみ よう。
∂κ*/∂五=
一θq一',/θ[・一(1/2)(1-B)θ一2σ2]1"τ一`監+卿(1一の一v#Hl〆θ<0.
で あるため,.規制の強化 は開発密度の減少を もた らす。 これ は,当 然 のことな
が ら,規 制が強化 され ると,土 地を もっと使用 しなければ ならないか らであ るり
続い て,利 子率上昇の効果を見 てみ よ う
∂κ*∠∂プ=[γ一(1/2)(1一θ)θ皿2σ2]11-0`061{1-8)/a[L(1一θ)]一【!θH1/θ>0
.で あるため,利 子率の上昇は現在 時点で の開発密度 の増加 を もた らす。
最後 に,リ ス ク要因の増加が もた らす効果 を見 ると,
∂ん*/∂σ2=一(1尼)[7一(1鋤(1-e)θ一2σ2]11-0)/80(-一w"L-v9
×(1一θ)(B-1)/Ogve
で あるため,政 策の不安定さか ら出て くる リスク要因ボ大 き くなればな る1琴ど,
現在の 開発密度 は抑制 される ことになる。 これ を確かめ るため に,評 価 関数か
ら相対的危険回避度 を計算 してみ る と,
R(ア)〒一HI菊H/玲=一(1一θ)/θ〈0
であ るため,開 発業者 は リス ク選好者の ように行動す ることになる。 したが っ
て,リ スク要因の増大 は現在 の開発 よ り未.来の開発を好む ようになるので ある。
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Vお わ り に
以上の分析か ら得 られた土地政策へ の示唆点 を整理す ると次の ようにな る。
.・.第 」 に,リ スク要因が存在する と,動 的最適化 の解 は利子率 とリスクの差に
よって影響 され ることである。そ して,土 地課税等の政策の効果 もその差 が大
きければ大 きいほ ど,大 きくなる。 しか し,日 本の場合,利 子率が非常に低い
己.水 準 に維持 されている反面,政 策 の可変性か ら出て く.る不確 実性 はわ りと高い
鐙..。とを考 えると,蕨 の効果もその分落ちる可能性がある。とである.し た
がって,一 貫 した政策環境や透明性のある政策尉立などの対策が必要と考えら
謙 れる..
第二に,リ スク要因 と関わ る もう一つ重要 な点は,日 本の場合,経 済主体が
.碇..




第三に.土 地利用税 制が制約的 な場合 には,政 策変数 とパ ラメ ターの肇化 に.
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